R07 冬　府高教　本部

項目７１ア

○　府教育庁では、府立学校ＩＣＴネットワークサポートセンターを設け、校務用端末やLAN教室端末等の機器、およびネットワーク等に関する各校からの問合せに対応しているところ。

○　また、ＧＩＧＡスクール運営支援センターを設け、全教職員を対象として、児童生徒１人１台端末に関する問合せ対応やＦＡＱサイトの充実、学校訪問による問題の解決を行うとともに、クラウドサービスに関する設定作業の代行等を通じて、各校の支援を実施しているところ。

○　さらに、児童生徒１人１台端末の保守運営については、専用窓口を設け、故障等に迅速に対応している。

項目７１イ

○　教科・科目等の特質等を踏まえ、これまでの教育実践に ICT を効果的に取り入れ、児童・生徒の学びを深化させることが必要であると認識している。

○　府教育庁では、すべての教科においてICTが効果的に活用されるよう、研修や実践事例の共有等を通じ、必要な支援を行っている。

項目７１オ

○　通常利用による端末の破損や盗難に伴う端末紛失等については、学校・保護者に費用負担なく保守対応を行っている。

項目７１カ

○　生徒の１人１台端末のリース期間満了に伴う各種対応については、関連事業者と必要な調整を行いながら、効率的な作業実施に努めてまいる。



項目７２、７４

○　府教育庁では、ＧＩＧＡスクール運営支援センターを設け、全教職員を対象として、児童生徒１人１台端末に関する問合せ対応等を通じて、各校の支援を実施しているところ。

○　また、これまで教員用のChromebookやオンライン学習の配信に必要なカメラ等の購入費用を配当し支援してきたところ。

項目７７ア

○　府立学校ICTネットワークサポートセンターに要望を挙げていただければ、業務効率化のツール作成の中で学校への影響等含め対応を検討する。

項目７７イ

○　教職員の業務負担が最小限となるよう契約しているところ。

項目７７ウ

○　生徒１人１台端末をはじめ、教室等への無線アクセスポイントや電子黒板機能付きプロジェクタの整備などを行っている。

項目７７エ

○　教職員ICTネットワークについて、安定稼働を維持できるよう、監視や品質管理などの運用管理を継続して行っているところ。

○　校務処理システムについて、効果的に校務に有効活用いただけるよう、引き続きシステムの改修等に努めてまいる。

○　さらに、各校からの問合せに迅速に対応できるよう、府立学校ＩＣＴネットワークサポートセンターにおいて、電話やメールによる支援を行っている。

項目７７カ

○　府教育庁では、府立学校ICTネットワークサポートセンターを設け、校務用端末やLAN教室端末等の機器、およびネットワーク等に関する各校からの問合せに対応しているところ。

○　また、全校ポータルサイトに、教職員ICTネットワーク及び学校情報ネットワークそれぞれのページを作成し、ネットワークを管理されている教職員の負担軽減になるよう努めている。

○　併せて、ＧＩＧＡスクール運営支援センターを設け、全教職員を対象として、児童生徒１人１台端末に関する問合せ対応やＦＡＱサイトの充実、学校訪問による問題の解決を行うとともに、クラウドサービスに関する設定作業の代行等を通じて、各校の支援を実施しているところ。

項目７７キ

○　大阪府グリーン調達方針に伴い、リサイクルトナー等を利用するプリンタをリース契約している。
　　また、消耗品については、契約局により単価契約を結び対応しているところ。

項目７７ク

○　非常勤教職員のIDは、利用者管理システムで発行可能。詳しくは、全校ポータルサイトでも案内しているところ。不明な場合は、府立学校ＩＣＴネットワークサポートセンターまで問合せいただきたい。

項目７８イ

○　常勤の教職員には、１人１台の教職員端末機を配備している。また、各学校に教職員端末機を利用する非常勤教職員の数に応じた共用端末機を配備している。

項目５

○　府立高校の再編整備については、令和５年３月に策定した「府立高等学校再編整備方針」及び同計画に基づき取り組んでいるところ。

〇　また府立高校改革アクションプランで示した試算は、中長期的な将来を見据えるためのものであり、具体的な府立高校の配置等については、再編整備計画に基づき、検討・精査することとしている。

○　引き続き、今後の生徒数の減少を見据え、教育内容の充実とあわせて、適正な学校配置に向けた再編整備を進めてまいる。

項目４０

○　時代や子どもたちの教育ニーズを的確にとらえ、子どもの個性を伸ばすためにも、府立高校の更なる魅力化・特色化は必要であることから、改めて「府立高校改革アクションプラン」のなかで教育改革の方向性を取りまとめた。

○　そのうえで、中学生等が自身の状況や学びたいこと等に合致した高校選びを進めるため、また、開かれた学校づくりの一環としても、府立高校各校の取組などを広く発信することは必要不可欠であると考えている。

○　そのため、府教育庁としても、公立高校進学フェアの開催や公立高校等ガイドの発行、公立高等学校・支援学校検索サイトの運営等により、府立高校の一体的な魅力発信に努めているところ。

○　加えて、学校ホームページ更新等の環境整備、民間企業等と連携した広報活動支援等、様々な取組みを通じて、各校における広報活動のサポートに努めてまいる。

項目４４

○　学びの多様化学校は、何らかの理由により登校することが難しい生徒が学びにつながり、卒業後の進路も含め、社会的な自立をめざすための選択肢の１つになる必要があると認識している。

○　2026（令和8）年4月の設置に向け、専門家などから助言をいただきながら、教育内容や支援方策について検討を進めている。

○　今後さらに、学びの多様化学校における教育課程の特例について国と協議を進めるとともに、生徒が安心して学べる環境の整備などについても当該校へ情報提供を行いながら、検討してまいる。


項目５８エ

○　府立高校に在籍する障がいのある生徒への支援については、学校からの要望をふまえつつ、生徒一人ひとりの障がいの状況に応じて、非常勤講師や特定支援員、活動補助員などの措置を行うとともに、トイレやスロープ等の施設・設備の改修、デジタル補聴器などの支援機器の整備などを実施しているところ。

○　また令和７年度より、新たな財源を確保したうえで、トイレ等の移乗介助の補助をお願いする特定支援員の単価を引き上げるなど、制度改善を行っている。

○　今後とも、障がいのある生徒が安心した学校生活を送るために、生徒個々の障がいの状況を踏まえ、適切な支援を行うことができるよう努めてまいる。

項目１２イ

○　高等学校の学級編制については、国が定める40人という標準を堅持しつつ、国措置定数を最大限活用して教育条件の改善を図る中で、多様な高校教育の展開に対応することとしている。
　　府教育庁としては、この趣旨に沿って、特色ある学校をはじめ、それぞれの学校の実情に応じて、多様な選択科目の設定や少人数授業の展開などにより、教育条件の改善を図ってまいりたいと考えている。

項目２９

○　平成24年７月に「部活動の位置づけ及び教職員の服務上の取扱いの改訂について」を各学校に通知をしており、大阪で開催（府教育委員会共催）される全国・近畿レベルの「公式戦｣実施に必要な会議、役員会議、顧問会議、講習会、大会運営、審判員等に教職員のみが出席・参加する場合、従来は「職務専念義務免除（職免）」扱いであったものを、「公務」と同様の扱いとしている。

○　合宿等については、顧問である教職員の自発性、生徒の自主性に基づいて企画され、学校を離れて泊を伴う活動として行うものであり、原則として旅費が公費から支給されるものではない。しかしながら、合宿等が学校管理下でおこなわれることから、学校運営に支障のない限り、要勤務日については、正規の勤務時間を勤務したものとして取り扱うこととし、週休日等については、教員特殊業務手当の支給対象としている。

項目３４

○　外部人材の活用については、部活動における指導の充実と、教職員の負担を軽減するため、事業の主旨の徹底を図るとともに、活用内容を精査し、必要となる予算の確保に努めているところ。

項目３６

○　各学校において、生徒等による授業アンケートを活用し、組織的に授業改善に向けた取組みが進められていると認識している。

項目４９ア

○　入学者選抜業務において、実施計画を作成するにあたっては、勤務時間内での計画をお願いしている。また、入学者選抜の学力検査当日、教職員は、受験生の集合時刻以前の時刻から備える必要があることから、事前に、学校の実態に合わせて勤務時間を繰り上げる措置をとっていただくようお願いしている。なお、週休日の勤務が生じた場合は、週休日の振替が確実に行われるよう指導している。

項目４９カ

○　現行の入学者選抜制度における基本的な理念の一つに、高等学校が自校のアドミッションポリシー（求める生徒像）に適う生徒を求めることができることを掲げており、合格者の決定にあっては、ボーダーゾーン内の受験者について、１点刻みの点数で選抜するのではなく、生徒を多面的に評価するという観点により、自己申告書や調査書中の活動/行動の記録に基づき、自校のアドミッションポリシーに極めて合致する生徒を優先的に合格とする手順を設けている。

○　一方、大阪府学校教育審議会の答申では、現行選抜制度においては、対象者が限定的であり、多くの学校において特徴を出しにくい制度との指摘がなされ、各校において求める生徒像をより明確にできるよう、例えば、自校のアドミッションポリシーに応じた選抜資料を決定できる制度とすることが望ましいとの提言があった。

○　このことを踏まえ、令和10年度選抜から新たな合格者決定の第１手順として、学校特色枠を設定し、学校が定める選抜資料及び選抜方法に基づいた選抜を実施する。

項目４９ク

○　府立高校において、平成24年度から３年連続で合否判定の過誤が生起したことを受け、府教育委員会においては、選抜事務点検マニュアルを改訂するとともに、再発防止に資するべく、各学校で実態に則した選抜事務に係る体制を整備するよう努めてきた。

○　また、令和７年度選抜にあたっては、オンライン出願システム及び入試採点システムの導入に伴い、新たな取扱いや選抜事務に対応できるよう選抜事務点検マニュアルを改定したところ。

○　今後も厳正で円滑な選抜事務を実施できるよう努めてまいる。

項目４９ケ

○　入学者選抜業務において、実施計画を作成するにあたっては、勤務時間内での計画をお願いしている。また、入学者選抜の学力検査当日、教職員は、受験生の集合時刻以前の時刻から備える必要があることから、事前に、学校の実態に合わせて勤務時間を繰り上げる措置をとっていただくようお願いしている。なお、週休日の勤務が生じた場合は、週休日の振替が確実に行われるよう指導している。

○　また、府教育庁としては、教職員の働き方改革に資する施策の１つとして、オンライン出願に加え、採点・成績処理等に係る業務の軽減及び採点ミス等の防止を図るため、デジタル採点システムを導入した。

○　システムの稼働状況を確認しながら、引き続き、教職員が安心して利用できるよう努めてまいる。

項目４９コ

○　デジタル採点の導入による採点時間削減の効果は、教科による差はあるものの、全般的には採点作業時間が大きく削減されており、導入の効果はあると認識している。

○　引き続き、状況の把握に努めてまいる。



項目４９シ

○　これまでも、大阪府公立高等学校入学者選抜における学力検査の各教科の答案用紙の写し等の開示については、個人情報の保護に関する法律の定めるところにより、各高等学校において対応いただいているところ。

項目４９ス

○　オンライン出願システムは府立学校で実施するさまざまな選抜等に対応できるよう設計しているが、志願者の状況は個々に異なることから、応募資格の確認にあたっては、個別の状況を確認して、適切に審査することとしている。

項目４９セ

○　選抜事務作業を厳正で確実なものとするために、選抜事務作業は独立した２系統で行うとともに、作業の節目ごとに照合・点検を行うこととしている。

項目４９ソ

○　令和10年度以降の選抜制度については、令和７年３月に選抜制度改善方針を決定し、７月には詳細について報告した。

○　選抜の第１手順として実施する学校特色枠については、その一覧を11月末日に通知したところ。

○　高等学校における選抜作業の詳細については、こうした決定を踏まえ、各校の実態に則した体制が整備できるよう検討を進めてまいる。

項目５１

○　学習指導要領において、知識及び技能が習得されるようにすること、思考力、判断力、表現力等を育成すること、学びに向かう力、人間性等を涵養することの３つを偏りなく実現できるようにすることが求められており、資質・能力の育成にあたっては、３観点をバランスよく評価していくことが重要であると考えている。


項目７１

○　教科・科目等の特質等を踏まえ、これまでの教育実践にICTを効果的に取り入れ、児童・生徒の学びを深化させることが必要であると認識している。

○　府教育庁では、すべての教科においてICTが効果的に活用されるよう、研修や実践事例の共有等を通じ、必要な支援を行っている。

項目７２，７４

○　府教育庁では、ＧＩＧＡスクール運営支援センターを設け、全教職員を対象として、児童生徒１人１台端末に関する問合せ対応等を通じて、各校の支援を実施しているところ。

○　また、これまで教員用のChromebookやオンライン学習の配信に必要なカメラ等の購入費用を配当し支援してきたところ。

項目８０

○　日本語指導については、今年度も教員加配や非常勤講師の配置を行っているところ。

○　また、「日本語教育学校支援事業」において、学校からの要望に応じて、日本語・母語指導や生活適応指導等の補助を行える、生徒の母語・母文化を理解する人材を教育サポーターとして派遣するとともに、多言語学習支援員の配置を行っている。

○　今後も、日本語指導をはじめとした修学支援の充実に向けて、取組みを進めてまいる。

項目８２

○　外国語講師（T-NET）については、民間事業者に委託し、府立高等学校へ派遣しているところ。

○　また、令和５年度より、生徒がネイティブ講師と英語でコミュニケーションをとる機会を充実させるため、すべての府立高等学校に対して、全日制の課程は週５日、定時制の課程は週１日、ネイティブ英語講師を配置している。


項目１３８

○　外国語指導員及び外国語指導助手については、国の非常勤職員制度や、府の常勤職員の状況を勘案した上で、また、府における他の非常勤職員との間に権衡を保つため、現行の休暇制度としている。

項目１３９

○　外国語指導助手については、国の非常勤職員制度や、府の常勤職員の状況を勘案した上で、また、府における他の非常勤職員との間に権衡を保つため、現行の休暇制度としている。

項目１５６

○　府教育庁においては、学校図書館の円滑な運営体制の構築を指示する「学校図書館運営体制の基本的方針」や、学校図書館の役割、業務マニュアルなどを示す「学校図書館活性化ガイドライン」を策定し、すべての府立学校に配置している司書教諭を中心に、全教職員の協力のもとに、学校図書館機能を維持していただいていると認識している。

項目１６５

○　府教育庁では、「ヤングケアラー支援体制強化事業」等を活用して、キャリア教育コーディネーターを、希望する全ての府立高校に配置している。

項目１６７

○　様々な困難を抱える生徒に対する支援の充実については、多角的な観点からの支援が必要であると考えており、府教育庁としては、教職員とスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の専門人材が協働する「チーム学校」としての支援体制の充実をめざしている。

○　スクールカウンセラーについては、公認心理師又は臨床心理士の資格を有する人材をすべての府立高校に配置しているところ。また、令和６年度からは、不登校生徒の在籍率の高い府立高校に対して、スクールカウンセラーの配置回数を大幅に拡充している。

〇　スクールソーシャルワーカーについては、勤務時間や回数が固定され柔軟な活用ができないという課題があったので、今年度より大阪府内を7つのエリアに分け、各エリアにスクールソーシャルワーカーが週４日勤務するスクールソーシャルワーカー拠点校を設置し、拠点校以外の学校も柔軟かつ即時的にスクールソーシャルワーカーを利用できるよう、拠点校のスクールソーシャルワーカーが管轄エリアの学校を巡回訪問する制度に改めた。

○　また、生徒の困難な状況の背景には、心の問題とともに家庭等の厳しい状況もあることから、エンパワメントスクールをはじめ、高等支援学校、高等学校定時制の課程等の一部の学校にはスクールソーシャルワーカーの配置を継続している。

○　加えて、府立学校向けスクールソーシャルワーカー定期相談会の開催や、スクールソーシャルワーカー未配置校へのスクールソーシャルワーカースーパーバイザーの定期巡回などを実施することにより、すべての府立学校が専門家に相談できる体制を整えている。

○　今後も、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの配置については、活動報告書や事業調査等を通じて活用状況等を整理することにより、事業の効果的な運用に努めるとともに、府の一般職非常勤職員として任用しているスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等の専門人材に対する定数化については、引き続き、国の動向を注視してまいる。

項目５９エ

○　生野支援学校については、知的障がいのある児童生徒の増加及び校舎の老朽化に対応するため、令和10年度の移転・併設をめざし大阪わかば高校敷地内での校舎新築工事に着手したところ。

○　この移転・併設を円滑に進めるため、両校と教育庁の３者を構成メンバーとするワーキンググループ会議を令和５年度に設置し、高校の授業実施に支障が生じないよう工事期間中の活動場所の確保方策等について協議・調整しているところ。

○　引き続き、教職員の声を丁寧にお聞きしながら、教育環境の確保に努めるとともに、両校がもつ専門性を活かして、地域と連携しながら、両校連携による生徒相互の交流や協働的な学びの実施を通して、大阪の「ともに学び、ともに育つ」教育の推進に努めてまいる。

項目２７

○　「大阪府における部活動等の在り方に関する方針」においては、部活動の指導・運営に係る体制の構築について、校長に対し、教員だけでなく、部活動指導員等の適切な指導者を確保していくことを基本としたうえで、教員の長時間勤務の解消等の観点を踏まえた適正な数の学校部活動の設置及び、学校全体としての適切な体制を構築するよう示している。

○　また、「府立学校における部活動働き方改革マニュアル」においては、方針を遵守するための適切な運営管理と体制整備を行いつつ、部活動における時間外在校等時間の縮減に向けて、部活動の取組みに特化した具体的な対応策等の内容を示している。

項目３４

○　外部人材の活用については、部活動における指導の充実と、教職員の負担を軽減するため、事業の主旨の徹底を図るとともに、活用内容を精査し、必要となる予算の確保に努めているところ。

項目１８８

○　学習指導要領における部活動の位置付けは、学校教育の一環として、生徒の自主的・自発的な参加により行われるものとされている。

○　また、「大阪府における部活動等の在り方に関する方針」においては、部活動の指導・運営に係る体制の構築について、校長に対し、教員だけでなく、部活動指導員等の適切な指導者を確保していくことを基本としたうえで、教員の長時間勤務の解消等の観点を踏まえた適正な数の学校部活動の設置及び、学校全体としての適切な体制を構築するよう示している。

○　上記により設置される部活動に要する費用等については、原則各校において私費により会計処理されているものと認識している。

項目２１０

○　大阪府教育庁では、熱中症事故の防止の観点から、教職員や市町村教育委員会指導主事等を対象とした学校体育活動等における事故防止に関する研修会等を実施し、毎年、注意喚起しているところ。

○　令和元年度には、熱中症の発生状況を踏まえ、熱中症事故防止を徹底するため、府立学校に対して「熱中症予防のための運動指針」を見直すとともに、「暑さ指数計」を屋外用と屋内用にそれぞれ配付した。その設置の運用については各学校の状況によるものと認識している。

○　令和７年５月16日付けで「学校教育活動等における熱中症事故の防止について」を通知する際に併せて、「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き（令和６年４月追補版）」や「熱中症事故対策のポイントの整理・確認に役立つチェックリスト」を各学校で作成している熱中症対策に係るガイドラインの見直し等に活用するよう府立学校等に対して周知したところ。

○　引き続き、府立学校に対して、文部科学省からの通知や環境省、日本スポーツ振興センター等からの熱中症予防の普及・啓発に係る関連資料等も含め、学校において必要となる熱中症対策について情報提供を行ってまいる。

項目２

○　皆様方との良き労使関係については、これまでの経過を尊重し、今後とも、双方の努力によって築いてまいりたいと考えている。

○　また、職員の勤務労働条件に関わる事項については、所要の協議を行うとともに、教育施策の実施にあたり勤務条件に密接にかかわる事項（管理運営事項）については、必要に応じて説明を行ってまいりたい。

項目６

○　教職員の評価・育成システムについては、教職員の意欲・資質能力の一層の向上を図ることにより、教育活動をはじめとする様々な活動の充実、組織の活性化を図ることを目的として実施しているところ。

〇　平成25年度からは、授業アンケートを踏まえた教員評価の仕組みを導入し、この間、客観性・適正性をより一層確保するため必要な改定を行いながら定着を図ってきたところ。

○　令和６年度に実施した評価・育成システムに関する教職員アンケートの結果等も踏まえ、引き続き、「教職員の評価・育成システム」がより良い制度となるよう、今後も必要に応じて充実・改善を図ってまいる。


項目２５，１１７，１２３，１２５

〇　週休日の振替等により勤務を要しない日や時間に勤務させるためには、その振替日等において適切に休養が確保できることが前提となる。

〇　府立学校では、振替日等に、部活動指導を行うなどの事例が見られたため、該当する学校に対し、適切な休養を確保するよう指導しているところ。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〇　また、宿泊を伴う学校行事の引率業務等の１時間単位の勤務時間の割振りについては、引率業務を行う職員の健康、疲労度等を十分考慮し、適宜休憩時間を確保するなど無理のない行事計画（勤務時間の割振り）としている。

○　学校における休憩時間については、条例等に基づき付与しているところであり、学校職場の実態も踏まえ、適切に運用されていると認識している。

○　休憩時間の適切な運用については、「校長は休憩時間を明示し当該時間に取得できない場合には、他の時間帯に与えるなど、適切な対応を取ること。また、取得しやすい環境づくりに努めること」として各学校に指示しているところ。

〇　教育職員に対する時間外勤務については、超勤４項目に該当する業務に従事する場合に限り、命令することができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　なお、教育職員については、「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法」及び「職員の給与に関する条例」の規定から、時間外勤務手当及び休日勤務手当を支給することは困難である。

項目２９，１０３

〇　教員特殊業務手当については、平成30年４月に増額改定を行うとともに、部活動指導等に係る手当に新たな時間区分を設ける等の改正を行っている。

〇　今後とも国の動向や府の財政状況等を踏まえつつ、適切な対応に努めてまいる。

項目３６

○　大阪府立学校条例において、教員の授業に関する評価は、生徒又は保護者による授業に関する評価を踏まえて行うものと規定されたことを受け、授業アンケートを、授業を行う教員の育成に役立てるとともに、その結果を「教職員の評価・育成システム」において「授業力」評価を行うために踏まえるべき重要な一要素として位置付けた。

○　今後とも本システムがより良い制度となるよう、充実・改善を図ってまいる。

項目８８

〇　義務教育等教員特別手当の支給については、国に準じた取扱いとしており、ご要求に応じることは困難である。

項目９７

○　再任用職員に対する期末・勤勉手当の支給割合は、均衡の原則を踏まえ、国の支給割合に準拠しているところであり、ご要望にお応えすることは困難である。

項目９８

○　令和７年４月より再任用職員に住居手当を支給し、併せて地域手当に係る異動保障の対象に含めた。

○　再任用職員への扶養手当の支給については、国の基準や人事委員会勧告に基づき条例で定めており、要求にお応えすることは困難である。

項目１０１（ア）

○　非常勤講師の報酬及び支給方法の見直しについては、勤務実績に応じた報酬となるよう是正したものであり、ご要求に応じることは困難である。

項目１０１（エ）

○　臨時的任用職員にかかる期末・勤勉手当及び退職手当制度については、基本的に国制度に準拠しているところ。

○　会計年度任用職員に対しては皆様方と協議の上、期末手当及び勤勉手当を支給しているところ。
○　なお、支給対象者は国の非常勤職員の取扱いや「会計年度任用職員制度の導入等に向けた事務処理マニュアル」（総務省）の内容を踏まえ、週あたり15時間30分以上勤務の職員としている。

〇　会計年度任用職員に対して退職手当を支給することは地方自治法の規定から困難である。

項目１０１（カ）

○　教育職給料表の２級は教諭の職務の級とされており、臨時講師に適用することは困難である。

〇　一方、臨時的任用職員の教育職給料表の２級適用については、令和７年６月に公布された公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法等の一部を改正する法律の附帯決議や国の通知の内容を踏まえ、その取扱いを研究してまいる。

項目１１１

〇　通勤手当については、令和８年４月１日から駐車場等の利用に対し、月額5,000円の範囲内で支給したい。

〇　また、交通用具使用に係る駐輪場の費用の支給は、国や他の都道府県との均衡上、困難である。

項目１１２

○　通勤手当の決定における運賃等相当額の算出については、職員の通勤手当に関する規則第５条で「運賃、時間、距離等の事情に照らし最も経済的かつ合理的と認められる通常の通勤の経路及び方法による運賃等の額によるものとする」とされており、それに従って運用しているところ。

〇教職員の自動車等通勤については、校内における事故及び交通事故の防止、環境保全の観点等から、従来から自粛を求めるとともに、平成13年11月6日付け「自家用自動車等の使用による通勤認定事務等の適正化について（通知）」により各府立学校長に対し、自動車等通勤の認定要件を示している。

〇認定を行う際の具体的内容については、平成28年7月1日より親族の介護や通勤時間短縮の明文化など、取扱い通知の見直しを行った。

〇また、教職員の通勤負担の軽減を目的に、平成29年10月1日から、自動車等の通勤認定要件の緩和措置を講じている。

〇なお、令和4年4月から自動車等通勤許可の要件を拡大し、妊娠中の職員について通勤緩和が必要な場合や、人工透析等のために常態的に通院が必要な場合に自動車等通勤などを認めることとした。

〇さらに、令和6年度より働きやすい職場づくりの観点から、交通機関の通勤認定基準の緩和や、自家用自動車等の使用による通勤認定の改正を行ったところ。

項目１１８，１２０，１２４，２３７

○　令和６年２月に定めた府立学校における働き方改革の取組に基づき、引き続き、部活動方針の遵守など府立学校全体の課題に応じた取組を進めてまいる。

〇　また、府立学校全体の課題に応じた取組に加え、学校の実情に応じた取組を進めるため、今年度より新たに伴走型支援事業を開始したところ。

○　さらに、学校長に対し、長時間勤務是正に向けたヒアリングを行うとともに、長時間勤務となっている学校や教員については改善計画の策定・実行を求めるなど、長時間勤務縮減に向けた取組を進めてまいる。

〇　併せて、ＩＣＴを活用した校務運営の効率化や多様な人材配置等に取り組むことで、教員の負担軽減とワークライフバランスを実現させてまいる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〇　業務量管理・健康確保措置実施計画で定めた勤務労働条件に関わる事項については、職員団体と協議を行うなど必要な対応を行ってまいりたい。

項目１２３

〇　給特法の見直しと処遇改善については、教員に優れた人材を確保するため、人材確保法の趣旨を踏まえて、教職調整額の引上げ等、教員の処遇改善を着実に実施するとともに、地方に財政負担が生じないよう、国の責任と負担により確実な財政措置を講じるよう要望を行った。

○　教育職員については、「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法」及び「職員の給与に関する条例」の規定から、時間外勤務手当及び休日勤務手当を支給することは困難である。

項目１２６

○　オンラインタイムレコーダー（ＯＴＲ）による出退勤記録については、各学校において、適切に実施・運用されていると認識している。

○　 府教育庁では、これまでも「関係要綱に基づき、教育職員の勤務時間を適正把握し、時間外業務の縮減を図ること。また関係要綱に基づくヒアリング等の実施を徹底し、教職員の健康の保持・増進に努めること」として、各学校あて指示してきた。今後も引き続き、勤務時間の適正把握に努めてまいる。

項目１３０，１３５，１３７

○　育児・介護休業法の改正等を踏まえ、令和７年４月から、子の看護等休暇の取得事由については、子の学校行事への参加等も対象となるよう見直したところ。

○　介護休暇制度については、これまで期間延長等の改善や短期介護休暇を創設するとともに、介護休暇制度の1回の取得日数の制限を平成29年４月から撤廃したところ。
また、令和７年４月から介護離職防止のため、仕事と介護の両立支援制度に関する周知を強化する取組として、職員から家族の介護に直面した旨の申し出があった場合、仕事と介護の両立支援制度等の個別周知・意向確認等を行うこととしている。

○　今後とも、特別休暇等の制度運用が、適正に行われるよう指導するとともに、すべての教職員が働きやすい職場環境づくりに努めてまいりたいと考えている。

項目１３８

〇　年次休暇の取得については、次世代育成支援対策推進法に基づき令和７年４月に策定した大阪府特定事業主行動計画（前期計画）において、職員一人当たりの平均取得日数16日以上とし、更なる上積みを目指すこととしている。

〇　また、非常勤講師の年次休暇については、国の制度を基本としながら対応しているところ。引き続き国の動向を注視してまいる。

項目１４３

〇　非常勤職員の特別休暇等については、有給の特別休暇として平成31年４月に結婚休暇、令和２年４月に夏期休暇を新設し、令和４年４月からは出生サポート休暇の創設、産前産後休暇の有給化など、国の非常勤制度を基本としつつ、府の常勤職員の状況も勘案しながら改正してきたところ。

〇　また、国に準ずる必要があることから、非常勤教職員の特別休暇（ドナー休暇、育児時間、生理休暇、病気休暇、子の看護、介護休暇、短期介護休暇、介護時間）について、常勤と同様に有給とすることは困難である。

項目１７

○　勤務労働条件に関わる事項については、皆様方と十分に協議を行ってまいりたい。

項目１０１．１７３

○　非常勤講師の勤務時間については、授業に付随する準備や評価の時間として授業の開始時刻の前５分、終了時刻の後５分を含むものとし、現行の報酬単価を設定している。

○　非常勤講師の年間時間数については、学習指導要領で年間の授業時間数の標準が３５週とされていることを踏まえ、配当を行っている。

○　代替措置については、業務に支障が出ないよう、各学校の状況等をお聞きしながら適切に対応してまいる。

項目１３３

○　育児短時間勤務者、育児部分休業取得者については、常勤の職であることから、定数内の職員として取り扱うこととなる。

○　代替措置については、育児短時間勤務者の正規の勤務時間に不足する時間数を補うため非常勤職員を措置しているところ。
○　今後とも適正な勤務労働条件の確保に取り組んでまいる。

項目１４７

○　職場環境等の整備に係る合理的配慮に関しては、障がいのある職員の方からの職業生活に関する相談及び合理的配慮の申出等の相談窓口となる障がい者職業生活相談員を選任し、「大阪府教育委員会における障がいのある職員の活躍推進計画」を策定している。同計画に基づき、障がいのある職員の活躍を推進するための環境整備を進めてまいる。

○　障害者の雇用の促進等に関する法律等の趣旨を踏まえ、今後とも適切に対応してまいる。

項目１４９，１５０，１５１，１６８

○　教職員定数については、国に定数改善を要望するとともに、国において措置される定数を最大限に確保し、教育水準や教育課題への対応を踏まえながら、一層適正な定数管理、効果的な配置ができるように努めてまいる。

項目１５１ア,ク

○　府教育庁と、定数の範囲においては、基本は正規教員が担うものと考えている。

○　産休・育休などの代替措置については、業務に支障が出ないよう、各学校の状況等をお聞きしながら適切に対応してまいる。

項目１５２

○　平成１６年度から１８年度にかけて行った定数削減は、大阪府行財政計画（案）の中で、事務のＩＴ化や集中化など業務の効率化・省力化を図ることで実施し、府立高等学校については、平成２３年度から、授業料無償化による業務軽減に加え、学校事務業務の集約化、受付窓口業務の改善等により、学校事務の運営体制の見直しを行ったもの。

○　また、平成２６年度からの高校授業料無償化制度の見直しに伴う事務処理体制については、事務の性質等を総合的に勘案し、平成２７年度より賃金職員の活用により対応しているところ。

○　引き続き、学校運営に支障をきたさないよう、適切に対応してまいる。

項目１５３

○　府立高等学校の技術職員については、校内の環境整備や施設管理などにご尽力いただき、本府の教育の推進に貢献していただいていると認識している。

○　しかしながら、平成１３年度に策定した大阪府行財政計画（案）において、校務員については、その業務のアウトソーシングを行うことにより、退職あとを補充せず定数の削減を行うこととした。

○　そのため、平成２１年１０月より校務員業務委託のモデル実施を行い平成２８年７月にモデル実施についての検証を行うとともに、同年９月に「府立学校における技能労務職員のあり方に関する基本的な考え方」について取りまとめを行った。この「基本的な考え方」に基づいて、令和７年度は既に契約している116校に加え、新たに11校において、業務委託を実施する予定としているところ。

○　今後とも、業務委託校の状況把握に努めるとともに、皆様方のご意見を伺いながら実施してまいる。

項目１５６

○　行財政計画（案）及び財政再建プログラム（案）において、実習教員については、国配置基準を上回る定数を削減するとともに、府単独措置である非常勤補助員の配置を廃止したもの。
あわせて、実習教員による図書専任制度を廃止したもの。

項目１６３

○　府立高校では、１か月を超える病気休暇等の代替については、非常勤講師を措置しているところ。

○　また、教員の長期の休職者などに対する代替については、一定の要件のもとに常勤の講師を任用できるようにしている。


項目１６４

○　実習教員、事務職員及び技術職員の病気休暇・休職、介護休暇、妊娠障害休暇等の代替措置については、一定の要件のもと非常勤補助員を配置することとしている。

○　代替職員の任用にあたって、引継ぎ日を設けることは困難である。

項目２３７

○　府教育庁では、令和７年４月１日付けで策定した「教職員間の職場におけるハラスメントの防止及び対応に関する指針」およびその分冊「職場における教職員間のハラスメント相談員の手引き」を府立学校校長・准校長あてに通知するとともに、市町村教育委員会あてに参考送付し、市町村で策定しているハラスメント指針の周知や必要に応じて指針を見直すよう通知している。

○　また、外部専門相談窓口について、今年度より日曜日も含め、月曜日から日曜日（祝日、12月29日から１月４日、８月13日から８月15日を除く）まで毎日電話相談ができるよう、相談体制の拡充を行うとともに事案が発生した場合は、指針に基づき、関係者のプライバシーに配慮しつつ、相談者に寄り添いながら対応している。

項目２２１ア

○労働安全衛生法等の関係法令に基づき、大阪府立学校職員安全衛生管理規程にて、職員の健康管理や労働災害の防止を含む労働安全衛生に係る事項について定め、適切に実施するよう安全衛生管理者研修等を通じて、安全衛生管理者に指導している。

項目２２１ウ

○各府立学校においては、労働安全衛生法等の関係法令に基づき、産業医が定期的に校内を巡視し、職員の健康障害を防止するため必要な措置を講じるよう指導している。また、各校の安全衛生委員会において、教職員の安全と心身の健康の確保及び快適な職場環境の実現に向けた取組みをすすめるよう、府立学校安全衛生管理者研修や衛生管理者研修を通じて指導しているところ。



項目２２７

○メンタルヘルス対策については、予防と早期発見、対応が極めて重要であると認識しており、心身の不調を未然に防ぐため、府立学校においては、全教員を対象としたストレスチェックを実施している。高ストレスと判定され、面接指導を希望する教員に対しては、産業医等による面接指導を実施している。

〇また、ストレスチェックによる集団分析を課程別・分校別に行い職場の安全衛生管理者である校長・准校長へ結果を通知するとともに、集団分析結果を職場環境改善のためのツールとして活用し、職場環境改善に取組むよう指導している。

〇公立学校共済組合大阪支部では、「大阪メンタルヘルス総合センター」を設置し、教職員を対象とした対面及びオンラインによる個別相談、研修、職場復帰支援事業等を実施している。

項目２２８

〇　ストレスチェック制度は、労働安全衛生法（第66条の10）に基づき、平成28年度より毎年1回実施している。本制度は、労働者自身のストレスへの気付きを促す「セルフチェック」とともに、労働者のメンタルヘルス不調を未然に防止することを目的としている。

〇　ストレスチェックの活用については、高ストレス者の判定を受けた教職員に対して、本人の申し出により医師による面接指導を行うとともに、学校単位の集団分析結果を安全衛生管理者に報告し、職場環境改善の取組みにつなげるよう促している。

○　受検率は年々増加し、約８割となっているが、ストレスチェックの目的達成のためには、受検はあくまで任意であってもできる限り多くの教職員の方々に受検していただくことが必要なため、府立学校ポータルサイトや、安全衛生管理者会議、メンタルヘルス研修など、様々な機会を捉え周知並びに受検勧奨に努めるとともに、集団分析結果を各校において活用していただくため、活用研修を行っているところ。

〇　今後ともストレスチェックをはじめとしたメンタルヘルス対策により、教職員のメンタルヘルスの保持・増進に向け取組みを進めてまいる。



項目２３１

○　「職場復帰支援事業」については、より円滑な職場復帰と再発防止を目的として、近畿中央病院において医師や公認心理士など専門家のもと、模擬授業や精神療法などを提供する効果的なプログラムと考えている。

〇　しかしながら、定員に空きが生じている場合もあるため、最大限活用いただけるよう、ポータルサイト等、様々な機会やツールを活用し、周知をしてまいる。

〇　令和８年４月以降の近畿中央病院メンタルヘルス事業については、阪神電気鉄道「尼崎駅」近くに移転し、「公立学校共済組合近畿教職員ストレスケアクリニック」として継続される。

〇　現在、大阪府教育庁が、現在近畿中央病院に委託している職場復帰支援プログラムや、公立学校共済組合が委託している「大阪メンタルヘルス総合センター」などの、メンタルヘルス事業についても、継続されることを確認している。

項目２３４イ

○　安全衛生委員会については、これまでも「府立学校に対する指示事項」をはじめ、安全衛生管理者研修会等において、安全衛生委員会の確立及び毎月の開催、同委員会の議長として安全衛生管理者の出席等について指導している。

○　引き続き、職員の安全と健康を確保し、快適な職場環境の形成を促進するため、安全衛生委員会を実効あるものとするよう、安全衛生管理者研修会等において指導してまいる。

項目７８エ

〇　扶養・住居・通勤手当の支給の開始は、各規則で規定されているので、これに基づき支給しているところ。

○　実務では、教職員のSSC入力（届出）の日をもって受理日として取扱い、添付書類の到達の遅れによる手当支給の不利益とならないようにしているところ。

〇　支給要件に該当又は変動がある場合には、速やかに入力（届出）をしていただくよう、SSCインフォメーションなどでもお知らせを行っているところ。
〇　なお、扶養・住居・通勤手当の事務手続きについては、SSC（総務サービスシステム）のマニュアル・規定集・データ集に掲載し、操作方法については、SSCコールセンターに問い合わせいただくことも可能となっている。

〇　今後も引き続き、各校の校長・准校長や事務（部）長との連携により、事務手続きの周知に努めてまいる。

項目１７９

○　生徒の教育活動の裏付けとなる教職員旅費は、従来から教育予算と位置付けし、一定の予算措置がなされてきたところ。

○　旅費予算については、これまでから、各校の計画額を基に必要額を確保し、予算配当してきたとこす。

○　令和７年度の旅費予算については、学校から提出いただいた予算執行計画をもとに配当し、12月に実施の予算執行状況調査結果により、今後、追加配当等の再調整を行う予定としている。

○　今後とも引き続き、生徒の安全管理や学校運営に支障をきたさないよう、財源の確保に努めてまいる。

〇　「空港リムジンバス」を使用する際の旅費については、公共交通機関利用の場合と比較の上、支給する条件が整ったら、公費での支給は可能となる。

項目５８－エ

○　府立高校におけるバリアフリー化については、障がいのある生徒が学習活動に支障をきたすことがないよう、関係課と調整を図りながら「大阪府福祉のまちづくり条例」に基づき、限られた予算の中ではあるが、スロープや手すりの設置、便所の改修等を計画的に整備している。

○　府立高校のエレベーター設置については、現在、１０６校に設置が完了している。障がいのある生徒が校内での上下移動を安全かつ容易に行えるよう、関係課と調整を図りながら、今後も予算の確保に努めてまいりたいと考えている。

項目１４７

○　府立高校におけるバリアフリー化については、障がいのある教職員の勤務に支障をきたすことがないよう、関係課と調整を図りながら「大阪府福祉のまちづくり条例」に基づき、限られた予算の中ではあるが、スロープや手すりの設置、便所の改修等を計画的に整備している。

○　学校配当予算で対応が困難な物品の更新等については、各校へ更新等要望調査を実施し、緊急性等を考慮しながら対応している。

〇　障害のある教職員の勤務にあたって働きやすい職場づくりのために必要な器具等の購入に係る経費については、各学校へ配当している予算にてご対応いただいているところであり、既存の学校予算が不足する場合は、実情に即した予算配分に努めてまいる。

〇　厳しい財政状況の中ではあるが、今後とも学校運営に支障が生じないよう、必要な予算額の確保に努めてまいる。

項目１８８

○　学校行事の付添に必要な入場料などについては、限られた予算の範囲内で必要額を各学校に措置している。

○　また、授業だけでなく部活動にも使用する備品・消耗品については、各学校へ配当している予算にてご対応いただいているところ。

〇　なお、学校配当予算で対応が困難な授業だけでなく部活動にも使用する物品の更新等については、各校へ購入希望順位を記した更新等要望調査を実施し、状況を調整しながら限られた予算の範囲内で対応している。

〇　厳しい財政状況の中ではあるが、今後とも学校運営に支障が生じないよう、必要な予算額の確保に努めてまいる。

項目１８９－ア、イ、エ

○　学校の老朽化対策については、「府立学校施設長寿命化整備方針に基づく事業実施計画」に基づき、計画的な改修等に順次着手しているところ。
○　危険な箇所への対応については、これまでも各学校から要望を伺いながら、予算の範囲内ではあるが、速やかな改修に努めている。

○　府立学校の耐震対策については、平成19年3月に大阪府が策定した「府有建築物耐震化実施方針」に基づき、補強工事を行ってきた。
　　耐震補強工事は平成27年度末に完了し、平成25年度より、体育館や柔剣道場の天井や照明器具等の非構造部材の点検を、建築基準法に定める定期点検に併せて実施し、その点検結果に基づいて、平成26年度に、支援学校の体育館の吊天井、高等学校の柔剣道場の天井や照明器具などの実施設計を行い、平成27年度からこれらの非構造部材の本格的な耐震化工事に着手し、平成30年度末に完了した。

〇　府立高校におけるバリアフリー化については、障がいのある生徒が学習活動に支障をきたすことがないよう、関係課と調整を図りながら「大阪府福祉のまちづくり条例」に基づき、限られた予算の中ではあるが、スロープや手すりの設置、便所の改修等を計画的に整備している。

○　府立高校のエレベーター設置については、現在、１０６校に設置が完了している。障がいのある生徒が校内での上下移動を安全かつ容易に行えるよう、関係課と調整を図りながら、今後も予算の確保に努めてまいりたいと考えている。

項目１９０．２３９

○　すでに設置している府立高校の普通教室等の空調設備については、令和３年度から順次更新し、令和５年度にて完了した。

○　また、熱中症対策として、府立学校の体育館各一箇所について、令和元年度から計画的に空調の設置を行い、令和６年度で完了した。

○　なお、全館冷暖房などの実施については、昨今の平均気温の上昇や猛暑日の増加などの環境の変化を踏まえ、特別教室等の使用状況等を検証した上で、生徒の学習環境の改善に必要な対策を検討してまいる。
また、教職員については、職員室に空調設備を設置済みですが、職員室内にすべての教員の席が確保できない学校については、各校の状況を確認しながら、個別に対策を検討してまいる。

○　空調設備の設定温度については、文部科学省作成の「学校環境衛生管理マニュアル」により、室内の温度を、夏期は２５～２８℃、冬期は１８～２０℃程度に保つことが最も学習に望ましいとされており、例年、この範囲で最も環境に配慮した温度を標準温度として設定している。
しかしながら、冬期において、室内環境保持のために換気を行うことで、機器の設定温度を１８℃にしても室温が１８℃付近になりにくい場合などは、機器の設定温度を上げて稼働していただくよう全府立学校に依頼している。

○　空調設備の稼働時間については、事業者との契約の範囲内で定めてきたところであるが、教育活動の多様化に伴う稼働時間の増加など、各校の取り組み状況や実情を伺った上で、生徒の健康管理にも留意しながら柔軟な対応に努めてまいりたい。

○　生徒の安全確保のため、授業以外のクラブ活動や行事などの学校活動も含め、学校長が必要と判断する場合は、各校の実情に即した空調設備の運用をお願いしており、予算に不足が生じる場合は必要額を措置している。
　　なお、今年度に関しても原油価格高騰の影響により光熱費も増加していることから、必要額を各学校に措置している。

〇　厳しい財政状況の中ではあるが、今後とも学校運営に支障が生じないよう、必要な予算額の確保に努めてまいる。

項目２１７

○　学校配当予算で対応が困難な物品の更新等については、各校へ更新等要望調査を実施し、緊急性等を考慮しながら対応している。

〇　教職員の机・ロッカー等の鍵の整備等に係る経費については、各学校へ配当している予算にてご対応いただいているところであり、既存の学校予算が不足する場合は、実情に即した予算配分に努めてまいる。

〇　厳しい財政状況の中ではあるが、今後とも学校運営に支障が生じないよう、必要な予算額の確保に努めてまいる。

